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][ 中国に進出している日本企業が直面する
リスクの回避・解決策について、
実務の場面ごとのＱ＆Ａで解説！

税務と法務の両方の視点で、
中国の法制度から商慣習まで踏まえて詳解！

中国に子会社がある企業の経営企画部・
法務部や、中国現地の担当者、中国関連企業を
クライアントにもつ税理士、弁護士も必読！
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会社資本制度の改正、会社組織・ガバナンス制度の改正、会社制度に関する
その他の重要事項の改正等について解説！

2005年以来、2回目の全面改正を把握する！2005年以来、2回目の全面改正を把握する！
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中国進出企業の



中国進出企業へのコンサル業務に従事した経験をもつ
著者ならではの視点から学ぶ！

されるのが一般的でした。
　したがいまして、「外商投資法」が 2020 年に施行されるまでは、確かに
中外合弁会社と外商独資企業の間においても会社の機関設計が異なる状況
が存在していました（なお、経過措置期間は 2024 年 12 月 31 日をもって
終了）。しかし、2020 年の「外商投資法」の施行後は、外資三法がこれに
伴って廃止されており、外国投資者が投資して新たに設立する会社は、中
国資本の会社（いわゆる「内資企業」）と同じように会社法の規定を遵守
することになっていますので、中外合弁会社と外商独資企業の社内機関に
対する設計上の違いは存在しません。
　会社法では、内資と外資を問わず、次のような機関設計が必要とされて
います。
　・ 最高権力機関：株主会（通常は株主会だが、出資者が 1社の場合は株
主）

　・ 業務執行機関：董事会または董事（株主の人数が比較的少ないまたは
規模が比較的小さい会社は、董事 1名を置き、董事会を設置しないこ
とも可能）

　・ 経営管理機関：総経理（総経理の指名により、総経理を補佐する副総
経理の選出可能）

　・ 監査機関：監事会または監事（株主の人数が比較的少ないもしくは規
模が比較的小さい会社の場合は、監事を 1名だけ置き、監事会を設置
しないこと、または監事も設置しないことが可能）

解 説
　コーポレートガバナンスとは、企業として効率的かつ健全な、透明性の
高い企業運営を行うための仕組み、つまり「企業統治」のことをいいま
す。企業統治の基本は、会社の経営機関の設計です。中国の会社法の規定
によると、有限責任会社の機関は主に株主会、董事会または董事、総経
理、および監事会または監事という 4つの機関から構成されます。

 Q1 中国における会社のコーポレートガバナンス

Q 　製造業を営む弊社は、100％ 出資にて中国に製造販売子会
社（外商独資企業）を設立する予定がありますが、中国と日本

では会社の機関設計が異なると聞いています。コーポレートガバナン
ス上重要な機関設計に関しまして、中国の法律上は、外商独資企業に
はどのような機関設計が求められるのでしょうか。ご教示ください。

A
　ご存知のとおり、2020 年 1 月 1 日より施行された「中華人民共和国外
商投資法」（以下、外商投資法）は、「中外合弁経営企業法」、「外資企業
法」および「中外合作経営企業法」（いわゆる「外資三法」）に代わり、中
国における外商投資の促進、保護および管理に関する新たな枠組みとなる
重要な基本法です。当該法律が発効する前は、中国に設立された外商投資
企業は一般法である会社法の規定を遵守しなければならないとともに、特
別法である「外資三法」の適用もそれぞれ受けていました。
　機関設計に関して、例えば外商独資企業の場合には、外資企業法と外資
企業法実施細則においては、会社機関に関する特別な規定がありませんで
したので、会社法の会社機関規定がそのまま適用されていました。一方、
中外合弁会社の場合には、中外合弁経営企業法とその実施条例において
は、会社法とは異なり、最高意思決定機関が株主会ではなく、董事会とさ
れていたため、中外合弁経営企業においては株主会が設置されないと解釈
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 Q1 外国企業による中国国内（直接）仕入販売の増値税
増値税暫行条例4条（納税額計算）・8条（仕入税額）・13条（一般納税者の認定）
増値税一般納税者資格認定管理弁法9条

Q 　機械装置製造業を営む弊社は、中国現地の企業と鉱山開発用
設備機器の輸出販売契約を締結しました。当該設備機器納入に

際して、部品の一部を中国国内で仕入れて直接販売（輸出設備機器へ
の組込み）することを考えています。中国増値税は 13％と高率なの
で仕入税額控除を適用したいのですが、適用可能でしょうか。その場
合どのような手続が必要でしょうか。ご教示ください。

A
　一般に外国企業が、中国国内購入における支払増値税の仕入税額控除を
適用することは困難であり、支払増値税はコストとなります。また、国内
仕入部品の販売に関して、売上増値税が課税されますが、外国企業である
貴社は正規の税務領収証（発票）を発行できないので、購入中国企業は仕
入控除できずコスト増となってしまうことに留意が必要です。

解 説
1　仕入増値税控除適用の要件（制限）
　中国増値税法 8 条および 13 条により、仕入増値税の控除を認められる
のは一般納税者として所管税務当局に認定（登記）された納税者に限られ
ています。実務上、外国企業は一般納税者としての認定（登記）が認めら

☞
☞

れていないため、貴社が中国現地での部品仕入に際して税務領収証（発
票）を入手できても、貴社の増値税申告において売上増値税額から仕入増
値税額を控除して納税することは困難と解されます。

2　外国企業の売上増値税納税義務
　中国国内取引（売上および仕入）は増値税の課税対象とされますので、
外国企業である貴社も中国国内販売に対して売上増値税の納税義務が発生
することになります。なお、売上増値税率は小規模事業者に適用される簡
易課税税率 3％が適用されると解されます。

3　発票不発行による購入者コスト増
　一般納税者登記していない外国企業は税務領収証（発票）の発行が困難
であるため、購入者は仕入控除できずコスト増となってしまいます。

4　外国企業による中国国内取引の増値税負担増問題
　上記より、外国企業が中国国内にて仕入れた部品を直接販売（納入）す
る場合、部品にかかる仕入増値税額については外国企業の負担コストとさ
れるとともに、中国国内取引として売上増値税が課税されます。また、当
該売上増値税に関わる発票を発行できない場合、相応の値引き（外国企業
負担コスト）を要求される可能性があります。

☞ 増値税暫行条例

第4条（納税額計算）
1．本条例第 11 条の規定を除いて、納税者が物品、労務、サービス、無形資
産、不動産の販売（以下、課税販売行為と総称する）を行った場合の納税額
は、当期売上税額から当期仕入税額を控除した残額とする。納税額の計算式は
下記の通りである。
　納税額＝当期売上税額－当期仕入税額
2．当期売上税額が当期仕入税額を下回る場合は、超過額を翌期に繰越して控除
することができる。
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■宛先
〒107 8560
東京都港区南青山2 11 17
第一法規株式会社
　  FAX.0120 302 640

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、

ください。

  

このままFAXで下記宛お送り

キ　リ　ト　リ　線

□公用
□私用

　　　　　 　―　　　　　　　 ―　 　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)
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